
 

 

令和３年度第１回北九州市国民健康保険運営協議会開催結果 

 

 

１ 開催について 

  新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、書面により開催。 

資料を委員に送付し、下記の通り回答が得られた。 

 

２ 議題について 

 （１）令和２年度 北九州市国民健康保険事業の運営について 

（令和２年度 国民健康保険特別会計決算見込み等） 

 （２）特定健診・特定保健指導について（報告） 

 

３ 意見等について 

  委員２３名より、下記のとおり回答があったもの。 

  【意見なし】１９名 

  【意見あり】 ４名 

 

頁 委員からのご意見 事務局の回答 

4  加入者・世帯の後期高齢者医療

制度への移行、減少により歳入は

減る一方です。社会保障充実のた

め、繰入金（一般）は減らすので

はなく増やしてほしい。 

 保険料を下げるために一般会計から法

定外の繰り入れを行うことは、いわゆる赤

字繰り入れとされる「決算補填等目的のた

めの繰り入れ」に該当します。これは、県

内保険料水準の均一化に向け赤字を削減・

解消すると定めた「福岡県国民健康保険運

営方針」に反するため考えておりません。 

また、これまで、社会保障充実の観点な

どから、国において保険料の応益分（均等

割額・平等割額）の法定軽減の対象拡充等

が行われております。さらに、令和４年度

からは、未就学児の保険料均等割額を１/

２にする制度の導入が予定されておりま

す。 

市としましても、少しでも被保険者の皆

様の負担を軽減できるように、国等に対

し、更なる国庫負担の引き上げ等を要望し

てまいります。 

 



 

頁 委員からのご意見 事務局の回答 

4

～

5 

 保険給付費がコロナのため受

診控えにより前年比 4.4％減とな

っていますが、歳入の項目の県支

出金はそれと連動して減少（但し

前年比 3％減）したと考えてよろ

しいでしょうか。 

 ご意見のとおり、県支出金の減の主な理

由は、普通交付金の減によるものですが、

普通交付金は保険給付費に見合うものが

概算交付されるため、保険給付費の減に連

動しております。 

 令和２年度決算時点では、支出（保険給

付費）と歳入（普通交付金）の額が一致し

ておりませんが、これは、保険給付費の財

源が不足しないように、福岡県から普通交

付金が概算で交付されることによるもの

で、保険給付費との差額は翌年度（令和３

年度）に精算を行います。 

 

5  激変緩和措置が対象外になり、

県への納付金が増加した。納付金

が増えれば保険料が上昇するこ

とになる。納付金を上げないよう

県に要請してほしい。 

 コロナ禍の下、受診抑制など

で、形式収支は黒字になっている

が、単年度収支は赤字になってい

る。令和３年度も令和２年度と同

じ状況があると思いますが、来年

（令和４年）は国保料が上がるこ

とのないよう努力してほしい。下

げることも可能ではないでしょ

うか。令和２年度は努力しても上

がりました。宜しくお願いしま

す。 

 

 

 これまでも、国や県に対して財政支援等

の要望を行ってまいりましたが、特に昨年

度からは、「新型コロナウイルス感染症の

影響に伴う国民健康保険事業費納付金の

算定における負担緩和措置」を要望してお

ります。 

引き続き、被保険者の皆様の負担を軽減

できるように、国・県への要望を行うとと

もに、保険給付費の増加を抑制するため医

療費適正化等に取り組んでまいります。 

また、単年度収支が赤字になっている要

因としては、令和２年度の保険料の上昇抑

制のために、市の国民健康保険特別会計の

繰越金を活用したこと等によるものです。 

今後も、保険料の算定にあたっては、市

の特別会計の繰越金の活用等により、保険

料の上昇抑制に取り組んでまいります。 

 

 

8

～ 
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医療費適正化の取り組みにつ

いて、自己医療費の適正を反省す

るポイントになると思うが（医療

費通知）、２ヵ月毎の回数につい

て疑問をもっている。例えば回数

の少ない人には年１～２回で良

いのかと考えますがいかがでし

ょう。 

医療費通知により、自己負担額だけでな

く医療費全体の費用を認識いただくこと

は、医療費の適正化を推進するうえで、重

要なことだと考えています。 

さらに、身に覚えのない受診歴が無いか

もチェックしていただくことで、不正受給

の防止の役割も担っており、そのため、２

ヶ月に一度、世帯単位での受診内容を通知

しています。 

 



 

頁 委員からのご意見 事務局の回答 

そ

の

他 

集団健診を受けようと思い、ネ

ットからサイトに入ったが、目的

とする日時に横線が入っていて、

申し込みが出来なかった。後で中

止になった事を知ったが、申し込

み多数かと思ったら、その反対だ

った。一言「中止」と注釈して欲

しい。 

 

 

 今回のご指摘をいただき、「中止」等の

但し書きを加え、改善を図ります。 

そ

の

他 

（特定健診・特定保健指導につ

いて）の報告４ 受診率向上の取

り組み 

（２）で食生活改善推進員をあ

げていただいて大変うれしく思

います。令和２年度はコロナ禍の

中、思うように活動ができないこ

とでしたが、“今できること”を模

索しながらの活動で、訪問活動

や、小さい単位での講習（試食を

伴わない）などでした。これから

も生活習慣病予防など“食”を通

した健康づくりを推進していき

たいと考えている。 

 

 

食生活改善推進員の皆様には、コロナ禍

におきましても、感染対策を図りながら、

特定健診受診率向上や、地域の健康づくり

のためご活動いただきありがとうござい

ます。市としても工夫しながら国保加入

者、市民の皆様の健康づくりに努めてまい

りますので、今後ともご支援・ご協力を賜

りますようお願いいたします。 

  

 

頁 委員からのご意見（その他） 

２ 1 人当り医療費が減少の理由の一つがコロナ禍の中受診を控えた人が多か

った。毎日の生活の中での健康意識の向上があり、マスク・手洗いなど衛生面

での生活向上がみられたように思いました。 

６ 政令都市中、高齢化率１位でありながらも病院数・病床数が良いとの結果

に、いき届いた施設があることをうれしく思いました。 

７ 保険料収納率の滞納繰越分について減少したことは良い結果になった。支

払い方法の簡便化などの要因があったと思う。 

 



































【付属資料】 
 
1 頁 被保険者数・世帯数の推移 
 〇令和２年度の国⺠健康保険の被保険者数は 19 万 6,580 ⼈で前年度に⽐べ 4,031 ⼈減少 

している。 
 〇令和２年度の国⺠健康保険の加⼊世帯数は 13 万 2,200 世帯で 1,532 世帯減少している。 
 〇被保険者が 75 歳に到達することなどにより、後期高齢者医療制度に移行（令和２年度

は 7,195 ⼈）することから、被保険者数、世帯数ともに減少傾向にある。 
 
2 頁 一⼈当たり医療費及び保険給付費の推移 
 〇図は、病気や怪我の診療にかかる医療費と、医療費のうち被保険者が医療機関等に支払

う一部負担金を除いた保険給付費の推移を示している。 
 〇医療費、保険給付費とも、医療の高度化等により増加傾向が続いていたが、令和２年度 

は新型コロナウイルス感染症の影響による受診控え等により減少した。 
 
３頁 一⼈当たり保険料の推移 
 ○平成 30 年度から実施されている国⺠健康保険の県単位化に伴い、各市町村の保険料は 

福岡県に納付する納付金を元に算出されている。 
 〇令和２年度は、福岡県による納付金算定の際の激変緩和措置の終了に伴い、令和２年度

の一⼈当たり保険料のうち、 
  ・介護分が 2,661 円の増加 
  ・後期高齢者支援金分が 1,767 円の増加 
  となったが、繰越金の活用により、 
  ・医療分は増加額 451 円に上昇を抑制することができた。 
 
４頁 令和２年度 国⺠健康保険特別会計決算（案）（１） 
 （歳⼊） 
 〇保険料：一⼈当たり保険料の増加により、前年度に⽐べ約 2 億 2,300 万円増加。 
 〇国庫支出金：新型コロナウイルス感染症に対応する保険料減免への国の補助金などによ

り前年度に⽐べ約 2 億 3,000 万円増加。 
 〇県支出金：保険給付に要する費用として県から交付される普通交付金の減少等により前

年度に⽐べ約 21 億 8,000 万円減少。 
 〇一般会計繰⼊金：被保険者数の減少等により前年度に⽐べ約 3,400 万円減少。 
 〇その他：繰越金の減少等により約５億 7,400 万円減少。 



５頁 令和２年度 国⺠健康保険特別会計決算（案）（２） 
 （歳出） 
 〇保険給付費：新型コロナウイルス感染症の影響による受診控え等により前年度に⽐べ 
  約 31 億 7,600 万円減少。 
 〇国保事業費納付金：福岡県による納付金算定の激変緩和措置の対象外となったことに 
  より前年度に⽐べ約 12 億 800 万円増加。 
 〇保健事業費：被保険者数の減少による特定健診受診者数の減少等により前年度に⽐べ 
  約 700 万円減少。 
 〇その他：令和元年度の県交付金の精算による返還金の増加等により前年度に⽐べ約 2 億 

6,800 万円増加。 
 〇この結果 

・歳⼊総額（4 頁参照）から歳出総額を差し引いた実質収支は約 34 億 900 万円の⿊ 
字。 

  ・令和元年度実質収支から令和２年度実質収支を差し引いた単年度収支は約 6 億 2,800 
万円の赤字。 

 
６頁 政令市の状況（高齢化率・病院数） 
 〇令和元年１月現在の本市の高齢化率は 30.2％で政令市の中で最も高い。 
 〇令和元年 10 月現在の本市の 10 万⼈当たりの病院数は 9.7 と政令市の中で 3 番目に多

く、10 万⼈当たりの病床数は 1,998.6 病床と政令市では 2 番目に多い。 
 
７頁 保険料収納率の推移 
 〇令和２年度の収納率は現年賦課分が 93.19％、滞納繰越分が 16.97%となっている。 
 〇本市では保険料の収納率向上に向け、 
   ・文書催告や税金料金お知らせセンターからの電話催告 
   ・口座振替の推進 
   ・差押えなどの滞納処分 
   ・資格の適正管理（社会保険資格取得調査、居所不明調査など） 
   ・納付環境の整備（ペイジー口座振替、コンビニ収納、クレジットカード・スマ 
    ホ決済アプリによるキャッシュレス支払い） 
   ・外国⼈滞納者への対応（４ヵ国語による未納額のお知らせ、チラシの作成・配 
    布） 
   などに取り組んでいる。 
 



８頁 医療費適正化の取組み（１） 
 〇令和２年度の特定健診の受診率（暫定値）は 33.0%で、前年度（32.7％）より 0.3 ポイ 

ント増加している。 
 〇後発医薬品（ジェネリック医薬品）の普及率（ジェネリック医薬品が既に存在する医薬

品に占める数量ベースの割合）は 77.8％で、前年度（75.2％）と⽐べ 2.6 ポイント上昇
している。 

  ジェネリック医薬品普及による効果額（調剤費の削減額（保険者負担分）から事業経費
を除き、交付金を含めた収支）は約 1 億 6,736 万円で、前年度（約 1 億 5,719 万円）と
⽐べ約 1,017 万円上昇している。 

 〇診療報酬明細書（レセプト）点検について、令和２年度は 19,834 件の点検により約 3
億 2,007 万円の点検効果があった。なお、点検件数、点検効果額とも新型コロナウイル
スの影響による受診控え等により前年度（23,494 件・約 3 億 9,074 万円）より減少し
ている。 

 
９頁 医療費適正化の取組み（２） 
 〇第三者行為求償 

交通事故など第三者の行為による被保険者の負傷に対し保険給付を行った場合に、給付 
の範囲内において加害者に対し求償を実施。 

・令和２年度実績：求償件数 3,396 件  求償効果：114,102 千円 
・令和元年度実績：求償件数 3,819 件  求償効果：138,256 千円 

〇重複多受診世帯等への訪問指導 
同一の疾病で複数の医療機関を受診している重複受診者や頻繁に受診を繰り返してい 
る頻回受診者に対し、保健師が訪問し、本⼈及び家族へ適正受診や疾病予防に関する助 
言、指導を実施。 
 ・令和２年度実績：訪問件数 341 件 指導件数 190 件 
 ・令和元年度実績：訪問件数 1,378 件 指導件数 645 件 
令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、訪問に代えて、電話や手紙等 
による助言・指導を実施。 

 〇はり、きゅう施術補助 
被保険者の健康保持・増進のため、はり・きゅうの施術を受けた場合に施術料の半額 
を助成。 
 ・令和２年度実績：助成件数 59,786 件 助成金額 96,809 千円 
 ・令和元年度実績：助成件数 63,805 件 助成金額 103,310 千円 
 



 〇医療費通知 
２ｶ月に一度、受診内容やかかった費用を郵送で通知。令和２年度通知実績は延べ 
648,950 件で、新型コロナウイルス感染症の影響による受診控えにより前年度 
（681,196 件）に⽐べ 3 万 2,246 件減少している。 

  
10 頁 新型コロナウイルス感染症対応の主な取組み 

○傷病手当金の支給 
給与等の支払いを受けている被保険者のうち、新型コロナウイルス感染症又はその疑 

いによる療養のために労務に服することができない者に対し、１日当たりの支給額
[（直近の継続した３月間の給与収⼊の合計額  ÷ 労務に服した日数）×（２／３）］
について、支給対象となる日数分を支給。 

  ・令和２年度支給実績 計２２⼈  総額 1,441 千円 
   ○新型コロナウイルス感染症に係る保険料の減免 
   新型コロナウイルス感染症の影響により、主たる生計維持者の収⼊が一定程度減少し 

た世帯を対象に、保険料を減免。 
   ・令和元年度分 1,888 件  61,199 千円 
   ・令和２年度分 2,235 件 418,854 千円 
  ○各種手続きの郵送による申請受付の実施 
   新型コロナウイルス感染症の感染防止のため、一部の届出・申請（加⼊・脱退、限度 

額認定証の発行、保険証の再発行）について郵送による受付を実施。 
   さらに、令和３年４月からは、高額療養費の申請についても、勧奨通知に代えて「申 
   請書兼申⽴書」を送付することで、郵送による申請を促し、来庁に要する市⺠負担の 

軽減と窓口の混雑・密集の解消を図っている。 
 
11 頁 最新の国の動向（１） 

〇図は、厚生労働省が令和３年 7 月の都道府県ブロック会議資料として作成したもの（抜 
粋）。 

〇図の左側 
・財政調整機能の強化として８００億円程度 

  ・保険者努力支援制度として８００億円程度 
を予定する枠組みは昨年度と同じ 

〇図の右側上段の普通調整交付金を 50 億円増額し、その分、制度施行時の激変緩和とし
て設定された暫定措置（都道府県分）を減額。 

〇その他の枠組みについて、昨年度から変更はない予定。 



12 頁 最新の国の動向（２） 
13 頁 最新の国の動向（３） 

〇図は、厚生労働省が令和３年 7 月の都道府県ブロック会議資料として作成したもの（抜 
粋）。 

 ○令和４年度の保険者努力支援制度（市町村分）の指標（12 頁）及び平成 30 年度から令 
和 3 年度までの各年度の配点（13 頁）を示したもの。 

〇国のインセンティブ制度である保険者努力支援制度の指標設定について。 
・従前どおり、特定健診受診率や特定保健指導実施率を設定し、疾病予防の取組みを促 

す。 
・単体の指標としては重症化予防の取組みに最大のインセンティブを設定。 
・その他、後発医薬品の促進の取組みや収納率向上に対する指標が設定されている。 

〇本市としても、保険者努力支援制度による交付金を可能な限り活用すべく、積極的に事 
業展開を図っていきたいと考えている。 

 



特定健診・特定保健指導について（令和２年度報告） 

  

特定健診は糖尿病等の生活習慣病の発症や重症化を予防することを目的として、メタボリックシ

ンドロームに着目し、特定保健指導を必要とする対象者を的確に抽出するために行うものです。対

象者になった人には生活習慣病を改善するため保健指導を実施します。高齢者の医療の確保に関す

る法律に基づき、平成 20 年度から開始されました。 

 

１ 特定健診の実施体制 

  （１）対象者  北九州市国民健康保険加入の 40 歳～74 歳 

（２）実施方法 

・個別方式：北九州市医師会加入の協力医療機関（約 500 機関） 

・集団方式：区役所や市民センター等（174 回） 

新型コロナウイルスの感染対策のため、予約制、定員制に変更して実施しまし 

た。その体制整備や緊急事態宣言により 5月～8月は集団方式での実施を中止 

しました。 

（３）実施時期 

通年（5月中旬頃に対象者約 14 万 9 千人に受診券送付） 

 

２ 特定保健指導の実施について 

個別方式：特定健診を受診した個別医療機関で実施 

集団方式：特定健診を受診した集団健診実施機関で実施 

 

３ 目標値（国基本指針に基づき、市国保特定健康診査等実施計画で設定）及び実績 

項目 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2 年度 

健診 

受診率 

目標値 50.0％ 60.0％ 40.0％ 44.0％ 48.0％ 

実績 35.8％ 36.1％ 36.6％ 34.2％ 暫定値 33.0％ 

政令市順位 4 位 5 位 5 位  5 位 集計中 

特定保健指導 

実施率 

目標値 50.0％ 60.0％ 35.0％ 40.0％ 45.0％ 

実績 30.0％ 27.9％ 31.9％ 25.4％ 集計中 

＊平成 29年度までの目標値は第二期特定健康診査等実施計画、平成 30 年度以降は第三期特定健康 

 診査等実施計画による 

 

４ 受診率向上に向けての取組 

（１）広報活動（市政だより、ホームページ、健康づくりアプリの活用） 

（２）地域ボランティアによる働きかけ（健康づくり推進員・食生活改善推進員） 

（３）健康づくり事業との連携（地域で GO!GO!健康づくり事業や健康マイレージ事業、 

各種イベント等） 

 

報 告 



（４）未受診者対策（電話、対象者特性に応じた通知の送付による受診勧奨、専門職の訪問 

による受診勧奨、医療機関への受診促進依頼等。） 

 

５ 市国保として独自に実施している健診後の事後フォロー 

（１）特定保健指導対象外で生活習慣病予防及び重症化予防が必要な者への保健指導

を実施し、生活習慣の改善を支援。 

（２）腎機能低下から人工透析への移行など、生活習慣病の重症化を予防するために、 

健診結果をもとにした、かかりつけ医と腎臓専門医をつなぐ慢性腎臓病予防連携

システムの運用。 

(３) 糖尿病性腎症重症化予防を目的として、「糖尿病連携手帳」を活用した多職種連

携や、治療中断者等への専門職による保健指導（訪問）を実施。 

 

６ 令和 3 年度の集団検診について 

  感染対策のため、令和 3 年度も引き続き予約制、定員制で集団方式の健診を実施して

います。利便性を高めるために集団検診予約センターを設置し、電話とインターネット

での受付を行っています。 

 個別医療機関での特定健診も例年通り実施しています。 






